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1. 適用 範囲 この 規格 は， 木材 加工 機械 及び その 附属 装 K • 補助 機械の 安全対策 に関する 一般的 事項に ついて 規定 
する。 

2. 用語の 意味 この 規格で 用いる 主な 用語の 意 * は， 次に よる。 

(1) 主 軸 切削 工具 又は 工作物 を 取り付けて 回転す る 軸。 

(2) 主軸 固定 装置 主軸 を 一時的に 回転し ないように 固定す る 装置。 

(3) 工具 保持 装置 切削 工具の 取 付け 調整 中に 主軸 又は 支持 具 （カツ タへッ ド • ホルダな ど） から 切削 工具の 脱 5^ 客 
を 防止す る 装置。 

(4) 工作物 保持 装置 送材中 及び 加工 中に おける 工作物の ずれ を 防止す る 装置。 

(5) 送材 装置 工作物 を 加工 部位に 送る 装置で， 機械 自体の 構成要素 又は 附属 装 K。 

(6) 押え 装置 工作物 を 加圧しながら 送材 装置に よる 送材を 確実に する 装置。 

(7) 安全装置 災害 発生の 原因と なる 現象が 起こらな いように 制御す る 装置， 又は この 現象から 人体 を 守る 装置。 

(8) ロック 装置 組み合わせて 一定の 状態に 固定す る 装 匱。 

(9) 逆 走 回転す る 切削 工具な どに より， 工作物が 送りの 向きと ほぼ 反対の 向きに 激しく 押し もどされる 力、 又 
ははね 飛ばされる 現象。 

(10) はね 返り 回 IS する 切削 工具な どに より， 端材 などが ほぼ 工作物の 送 入 側に 向かって はね 飛ばされる 現象。 

(11) 反ば つ 逆 走， はね 返りの 總称。 

(12) 過 走 回転す る 切削 工具な どに より， 工作物が 送りの 向きに 激しく 押し出される 力、 又は はね 飛ばされる 現 
象。 

(13) 飛 散 回転す る 切削 工具な どに より， 切りく ず， 木片， 端材 などが 不特定の 方向に 飛ばされる 現象。 

3. 安全 構造 

3. 1 可動 部分 駆動装置， 伝動 装置， 送材 装置， ロ一 ル, 圧 綿 盤な ど 動力に よる 可動 部分が 機械 • 装置の 外部に 出 
ないような 構造と する。 そのような 構造 を とりにく いもので， 作業 者が 接近す る 可能性が ある もので は， 覆い をす る 
か， それが 困難な 場合に は 接触 予防 機能 を もつ 装置 を 装備す る。 

3.2 高温 部分 圧締熱 板， 加熱 グルー 容器な どの 加熱 部分で 作業 者が 高温 部に 接近す るお それが ある もので は， 覆 
い をす るか， それが 困難な 場合に は 接 予防 機能 を もつ 装置 を 装備す る。 

3.3 工具 関係 加工に 用いる 工具 は， 次に よる。 

(1) 切削 工具 は， 切削 時に 切削に 必要な 部分 を 除いて 機械 外部に 出ない ような 構造と する。 そのような 構造 をと 
りに くいもの では， 覆い をす る 力 S 接触 予防 機能 を もつ 装置 を 装備す る。 

(2) 工具の 取 付け • 交換 • 調整な ど を 簡単な 手順で 適正 確実に 行う こ と がで きる よ う な 構造と し， 工具の 回転 • 
落下な どに よ る 危険のお それが あ る 場合 は， 主軸 固定 装置 ♦ 工具 保持 装置な ど を 組み込む。 

3. 4 工作物 関係 工作物 及び その 取 付け 並びに 送材 は， 次に よる。 

(1) 工作物の 寸法 '形状 • 質量な どが 規定 範囲 外の 場合 は， これ を 排除す る 装置 を 装備す る ことが 望ましい。 

(2) 工作物 保持 装置 は 堅固で， 切削 工具と 接 tt する おそれがない 構造と する。 

(3) 送材は 原則として 自動 送りと し， 押え 装置で 工作物の 送材を 確実に する。 手動 送りの 機械で は,. 附属 装 匱と 
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しての 自 動 送材 装置が 使用 できる 構造と する。 
(4) 形状 不 均一， 不均質な 工作物で も， 移動 ，流れが 停滞し ないような 搬送 構造と する。 
3. 5 駆動 用 電源 機械' 装置の 清掃 • 点検 • 調整 • 工具 交換 中な どに は， 駆動 用 電源 を開路 にして ロックす る こと 
がで きる 構造と し， この 作業 を 実施 中で ある こと を 表示で きる 装置 を 設ける。 

3. 6 始動 スィッチ 始動 スィッチ は， 原則として 停電 時 又は 駆動 用 電源 を開路 にした 場合に 自動的に 開の 状態に， 
また 停電が 回復しても 開の 状態 を 保つ ことができる ように 作動す る 方式の ものと する。 

3. 7 復元 停止 電源が 切れた 場合に は， 主軸 • 送 材 装置 • 工作物 固定 装置な どの 可動 部分 は， その 位置で 停止す る 
か， 又は 安定した 位置に 自動的に 復元 停止す るよう な 構造と する。 
3.8 運転 操作盤 運転 操作 S は， 次に よる。 

(1) 運転 操作盤 は， 安全な 位置に 設ける ことと し， 特に 危険性の 高い 木材 加工 機械で は,， 特定の 作業 者に よって 
だけ 操作で きる 構造と する。 ただし， 緊急 停止 装置の 作動に ついては この 限りで はない。 

(2) 種々 の 操作 ハンドル • スィッチ などの 寸法 • 形状 • 構造' 取 付 位置 *色? さに 留意し， 必要な ロック 装置 を a 
み 込む。 

(3) 安全装置が 正常に 装着され ていなければ， 機械 *装 置が 作動し ない 口 ック 装置 を 組み込む ことが 望ましい。 

(4) 正しい 操作 手順に よらなければ， 機械 • 装置が 作動し ない ロック 装置 を 組み込む ことが 望ましい。 

3.9 主軸 制動 装置 動力 をし や 断した 後， 主軸の 惰力 回転に よる 危険が ある 機械 • 装置 では， 制動 装置 を 装備す る。 
3.10 く ず 処理 装置 • く ず 搬送 装置な ど く ず 処理 装置 • く ず 搬送 装置 • 吸 じん 装置な ど は 確実に 作動し， 機械 " 装 

置の 各部に 切り くず. 木片な どが 詰まらな いような 構造と する。 
3.11 騒音 *振 動の 防止 騒音 • 振動の 発生 をで きる 限り 少なく し， これらが できるだけ 機械 外部に 出ない ような 構 

造 • 機構と する。 

3.12 防 爆 電動機 • 開閉器の 火花な どに よる 爆発 • 火災のお それが ある 環境で 用いる 機械 • 装置で は， 防 爆 形 機 
器 を 組み込む。 

3.13 滑リ 止め 機械 *装 置に 設ける 作業 台， 階段な どに は， 滑り止め， 手すり， 防護 さくな ど を 設けなければ なら 
ない。 

3,14 照 明 機械 • 装置に 照明 装置 を 設ける 場合 は， 運動 部分が ちらつき， 又は 静止して 見えたり， 工作物が 変色 
して 見えたり しないよ うな 光源 を 用いなければ ならない。 

3.15 保全 • 点検な ど 機械 • 装置の 保全 • 点検 • 調整 • 清掃な ど を 簡単な 手順で 確実に 行う ことができ るよう な 構 
造と する。 

また， 自動 給油 装置. 集中 給油 装置な ど を 設ける ことが 望ましい。 

4. 安全装置 

4. 1 暴走 防止 慣性の 大きな 木材 加工 機械 若しくは その 部分 又は 工作物に は， 暴走 防止 装置 • 緩衝 装置， 制動 装 
置な ど を 装備す る。 

4,2 接触 予防 3.1， 3. 2 及び 3.3 の （1) の 接触 予防 機能 を もつ 装置 や 覆いな ど は， 作業に 適合し 耐久性の 高い 堅 
固な もので なければ ならない。 

4.3 反ば つ 防止 逆 走 若しくは 過 走 又は はね 返り 若しくは 飛散が 予想され る 木材 加工 機械に は， 反ば つ 防止 装 
置 • 飛散 防止 装置な ど を 取り付ける。 

4.4 緊急 停止 運転 中， 巻込み • きょう （挾） 圧な どに よる 危険のお それが ある 木材 加工 機械に は， 緊急 停止 装置 
を 備える。 また， 必要な 場合に は， 逆転 • 開放な どの 機能 を 有する もので なければ ならない。 

4.5 警報 • 自動 停止な ど 特に 危険性の 高い 木材 加工 機械で は， 機械 本体. 安全装置 などの 異常 又は 危険 域への 
人体の 接近な どに 対する 警報 装置 又は 自動 停止 装置 を 装備す る。 

5. 取扱説明書 木材 加工 機械 • 附属 装置な どに は， 取扱説明書 を 添付し， 形式 • 仕様 • 構造 ，工具 • 操作 • 保全 • 点 



3 

B 6507-1981 

検 • 整備 • すえ 付け • その他 安全 上の 留意 事項な ど， 安全 確保に 必要な 事項 を 記載し なければ ならない。 

6. 検査 票 木材 加工 機械' 附属 装置な どに は， 安全に 関する 検查票 （検查 項目と その 結果） を 添付し なければ なら 
ない。 

7* 表示 木材 加工 機械 * 附属 装置な どに は， 見やす い 箇所に 容易に 消えない 方法で， 次の 事項 を 表示し なければ な 
ら ない。 

(1) 製造業 者 名 

(2) 製造 年月 及び 製造番号 

(3) 形 式 

(4) 使用で きる 工具の 種類 及び 範囲 （例えば， 幅， 長さ， 厚さ， 直径な ど） 

(5) その他 安全 上， 特に 必要な 事項 
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JIS B 6507-1981 
木材 加工 機械の 安全 通則 解説 

1. JIS 制定の 経緯 この 規格の 綾緯 は， まず 工業技術 院が 昭和 51 年度から 社団法人 日«械 学会に 対して 委託 事業 
として 行った 「機械 類の 安全性に 関する 標準化の ための 調査 研究」 の 一環と して， 下部 機構の 木材 加工 機械 分科会が 素 
案 を 作成した。 

更に JIS 原案と して， 内容の 充実 を 図る ため， 社団法人 全国 木工 機械工業 会が 社団法人 日 械ェ業 連合会の 委託 
事業と して 中立 者， 使用者 及び 生産者の 三者 構成から なる 「木材 加工 機械 安全 構造 規格 調査 研究 委員会」 を 設置し， 計 
13 回に わたる 慎重 審議 を 重ね， JIS 原案 を 作成した。 

この 原案 は， 工業技術 院に 提出され， 一定の 手続きの もとに 日本 工業 標準 調査 会 工作機械 部会 等の 審議 を 経て 制定の 
運びと なった: ものである。 

2. 適用 範 H 本 規格で いう 木材 加工 機械と は， 一般にい われる 製 #m 械， 合板 製造 機械， 繊維 板 製造 機械 等の 木質 材 
料 製造 機械 及び これらの 木質 材料 を 種々 加工す る 木工 機械 を 指し， その 附属 装置と は， これら 機械に 附属 させて 使用 
する 搬送 装 匱， 位置 決め 装置， 計測 装置 等で あり， 捕 助 機械と は， かんな 刃， 丸の こ 及び 帯の こ 等， 工具の 研削 仕上 
げ に 使用 される 機械 で ， 木材 加工 機械 が 本来 の 機能 を 十分 発揮 させる ために 必要な 機械 を 指す ものである。 

3. 用語の 意味 規格の 内容 を 正しく 理解す るた めに 必要と 思われる 主な 用語に つき， その 意昧を 明確に した。 

4. 安全 構造 木材 加工 機械の 設計 段階に おいて 考慮すべき 安全 構造の 指針で ある。 

木材 加工 機械の 特異な 点 は， 他の 加工 機械に 比し， 工作物の 形状， 寸法 等が 不 均一な ことに 加え， 工作物 を 移動 （送 
材） させながら 加工す る 機械 及び 装置が 多く， これらに 起因す る 災害が 多い ことから， 特に 工作物 関係に ついての 規定 
を も 設けた。 また， 近年の 木材 加工 機械 は 自動 化， 省力化が 進み， 多くの 自動 化 機械が 開発され ている ことから， 誤 操 
作に よる 災害 も 少なくな いので， これ を 防止す るた め， 運転 操作 « についても 規定した。 更に， 木材 加工々 場の 作業 環 
境 は 極めて 悪く， これの 改善の 一助と する ため， くず 処理， 騒音， 防 爆 等に ついても 規定した。 

5. 安全装置 機械の 設計 段階で 本質的な 安全 構造 を 確保す る ことが 困難な 点が あるとき， 次善の 策と して 設ける 装置 
であって， 特に 重大 災害 を 防止す る こと を 目的と する 場合な ど， 場合によって は 機械の 損傷， 安全装置の 損傷 を も 辞さ 
ない ことまで も 内容 的に は 希望す る ものである。 

6. 取扱説明書 等 この 規格で は 安全 構造 及び 安全装置に 限って 規定した もので あり， 使用 基準に ついては 何ら 言及 
していない 点 を 補うた め， 使用に 当たって 使用者の 守るべき 事項 を 明示 するとと もに， 機械の 正しい 使用， «^ 点検の 
励行 等に より 安全の 確保 を 図る 目的から 設けた 規定で あり， 製造者が 使用者に 与える 情報の 基本と もなる ものである。 
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解 2. 



★ 内容に ついての お 問合せ は， 技術 部 規格 開発 探へ FAX ： 03-3405-5541 でご述 く ださい。 

★ JIS 規格 票の 正 R 票が 発行され た 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 

( 1 ) 当 a 会 発行の 月 刊誌 "欏 »化ジ ャ一 ナル に， 正 ■ R の 内容 を揭 載いた し ま す。 

(2) 毎月 第 3 火曜日に， 逢 « 新 sr 及び" 日刊 工業 新 »r の 発行の j£ 告欄 で， 正 R 票 

が 発行され た JIS 規格 番号 及 び 規格の 名称 を お 知 ら せいた し ま す。 
なお， 当 協会の JIS 予約者の 方に は， 予!^ されて いる 筋 門で 正 狭 票が 発行され た 場合に は 自動 
的に お送りい たします。 

* JIS 規格 系の ご注文 及 l/HR 票 を ご 希 2 の 方 は， 普及 事業 »» 及 (FAX ： 訃 3583- 細 2) 又 
は 下記の 当 m 会 各 支 節へ FAX でお 願いいた します。 
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